
体 育 ・ ス ポ ー ツ 施 設 整 備
（ 学 校 施 設 環 境 改 善 交 付 金 等 ）

令和７年度予算額(案 ) ： 3,208,456千円
（ 前 年 度 予 算 額 ： 3,228,456千円）

自治体が整備する体育・スポーツ施設に対して学校施設環境改善交付金を交付することにより、以下を推進する。

スポーツをする場の確保

学校のプール、武道場の新改築等
地域の拠点となる運動場、体育館、
プール、武道場等の新改築等

国土強靱化の推進

避難場所の活用

地域のスポーツ施設の耐震化
（構造体・非構造体）
スポーツ施設の空調整備

脱炭素社会の推進

地域のスポーツ施設に
再生可能エネルギーを整備

災害に強く、災害時にも快適に過ごせるスポーツ施設を整備することで、災害に強いまちづくりに繋がる。
環境にやさしい地域のスポーツ施設を増やし、脱炭素社会の実現に貢献する。
地域スポーツクラブ活動に必要な整備・改修を支援することで、地域のスポーツ環境整備を促進する。

R7制度改正

効果

※改築：既存の施設を全部取り壊し、更地にしてから同
様の施設を造る工事

補助対象

CO2排出減に寄与する整備を支援

地方公共団体 算定割合 １/３補助 ※空調新設、災害対応の浄水プール等は1/2

地方公共団体 公立中学校

地域スポーツクラブ活動で必要な用具の保管のための用具庫等、 運動部活動の地域スポーツクラブ活動への移行に資する施設について、
整備・改修（32億円の内1,000万円）を支援する。
補助対象 補助対象となる学校種 算定割合 １/３補助

地域のスポーツ環境の充実 ● 災害時には避難所として活用されるための環境整備（耐震化及び空調設備の整備等）
2050年カーボンニュートラル達成に向けて、脱炭素社会の実現に寄与する環境整備

担当：スポーツ庁参事官（地域振興担当）付

令和５年度～事業開始年度

平成23年度～事業開始年度

公共施設（公立図書館等）を相手方とする、社会体育施設の複合化・集約化について、補助率を1/2に引上げ

令和６年度補正予算額： 1,561,459千円


